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１．はじめに
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米子市の公共下水道事業は、昭和44年に事業着手して以来50年が経過し、保有施
設全体の⽼朽化が顕在化しています。特に中央ポンプ場（昭和47年供⽤開始）及び内
浜処理場（昭和49年供⽤開始）は耐震性能不⾜と⽼朽化の問題を抱えています。

また、今後の⼈口減少を踏まえ、広域化・共同化の視点から各施設の機能集約及びダウ
ンサイジングした効率的な施設更新に向けた検討に着手しています。

一⽅、これまで公共下水道施設における運転・維持管理業務は、一般財団法⼈米子市
生活環境公社（以下、「公社」）への委託を活⽤することで、経験豊かなシニア世代の雇
⽤確保に貢献するとともに、安価な委託費で適正な業務を⾏ってきました。

しかし、施設⽼朽化に伴う運転・維持管理状況の変化及びストックマネジメント計画による
改築工事件数の増加並びに災害リスク・運営リスクの増加に対応するためには、現在の限ら
れた⼈員、経験豊富なベテラン職員が減少した組織体制では、業務の継続が困難な状況と
なっています。

そのため、将来に向けた管理体制の⾒直しとして、⺠間のノウハウや創意工夫を活⽤し、
業務効率化を目指した性能発注⽅式による包括的⺠間委託を導⼊する⽅針を定めました。

ここでは、「地域連携⽅式包括的⺠間委託」の実施に向けて、その基本的な考え⽅、期
待する効果などについて、「地域連携⽅針（素案）」としてとりまとめています。
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２．現状と新たな対応⽅針
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これまでの処理場運転維持管理は、公社の活⽤により安価な委託費で適正な業務が⾏われてきました。
しかしながら、現在直面している要素を考慮すると、安⼼・安全で効率的かつ持続可能性のある体制構

築のためには、新たな対応⽅針が必要になっています。

これまでの処理場運転維持管理は、公社の活⽤により安価な委託費で適正な業務が⾏われてきました。
しかしながら、現在直面している要素を考慮すると、安⼼・安全で効率的かつ持続可能性のある体制構

築のためには、新たな対応⽅針が必要になっています。

①
専門企業
の参画

②
地元企業
の参画

の連携

③
専門企業
地元企業
の連携

変更

④
公社

組織体制の
変更

・適正な施設管理に⾼度な技術⼒が必要

・現在の管理体制では、持続可能性に課題

・適正な施設管理に⾼度な技術⼒が必要

・現在の管理体制では、持続可能性に課題

・市・公社とも⼈員減、経験者の確保も困難

・限られた⼈員では業務継続に課題

・市・公社とも⼈員減、経験者の確保も困難

・限られた⼈員では業務継続に課題

・下水道事業団等の災害時協定先からの支
援を受けるまでの一次対応に課題

・市・公社のみでの対応は、持続性に課題

・下水道事業団等の災害時協定先からの支
援を受けるまでの一次対応に課題

・市・公社のみでの対応は、持続性に課題

・従前に比べ経験者の採⽤、確保が困難

・公社が独自に果たせる責務が極めて限定

・従前に比べ経験者の採⽤、確保が困難

・公社が独自に果たせる責務が極めて限定

①
改築工事
の本格化

②
施設管理
状況の変化

③
災害リスク
の増加

④
運営リスク
の増加

・改築工事が⻑期継続して発生

・運転操作⽅法等が大きく変化する可能性

・改築工事が⻑期継続して発生

・運転操作⽅法等が大きく変化する可能性

・施設・設備の⽼朽化により、不具合が増加

・市職員が直営でトラブル対応

・施設・設備の⽼朽化により、不具合が増加

・市職員が直営でトラブル対応

・ゲリラ豪雨の頻発等、災害リスクの増加

・地震・津波等への防・減災対策の要請

・ゲリラ豪雨の頻発等、災害リスクの増加

・地震・津波等への防・減災対策の要請

・公社が過去に採⽤した経験⼈材が従事

・実費精算により、公社は資産を不保持

・公社が過去に採⽤した経験⼈材が従事

・実費精算により、公社は資産を不保持

現状直面している要素 想定される課題

「地
域
連
携
」
に
よ
る
「包
括
的
民
間
委
託
」
の
導
入

新たな対応⽅針

〇 現状・課題・新たな対応⽅針



④

①

②

③

３．課題解決の手法 「地域連携⽅式包括的⺠間委託」
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地元企業と大手企業が、連携して参画する体制（地域連携⽅式）で、現在の公社を⺠営化します。
将来にわたり、地域を支え、発展させる仕組みとなることが期待されます。
地元企業と大手企業が、連携して参画する体制（地域連携⽅式）で、現在の公社を⺠営化します。
将来にわたり、地域を支え、発展させる仕組みとなることが期待されます。

①
専門企業
の参画

②
地元企業
の参画

の連携

③
専門企業
地元企業
の連携

変更

④
公社

組織体制の
変更

〇 「新たな対応⽅針」と「地域連携⽅式」の関係

新たな
対応⽅針

独⽴した新たな会社組織
または

共同企業体（JV）

公社
職員

米子市

⼈材承継

地元企業 A 【将来の代表企業】

地元企業 B

地元企業 C 地元企業 D

委託

大手専門企業 【代表企業】

「地域連携⽅式 包括的⺠間委託」 契約

④

①

②

③

①
より良い
管理体制

②
地域経済
活性化

③
災害対応
能⼒強化

④
運営リスク
低減

期待する
効果

委託

出資・⼈材ノウハウの提供

出資・⼈材ノウハウの提供

出資・⼈材ノウハウの提供

【⺠営化公社】



４．「地域連携⽅式包括的⺠間委託」 スキーム概念図
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地域企業、大手企業が、各々の強みを生かし、双⽅にメリットがある事業体制の構築を期待しています。地域企業、大手企業が、各々の強みを生かし、双⽅にメリットがある事業体制の構築を期待しています。

独⽴した新たな会社組織
または

共同企業体（JV）

地元企業 大手企業

・地元雇⽤の促進

・地元⼈材の活⽤及び能⼒の向上

・地元雇⽤の促進

・地元⼈材の活⽤及び能⼒の向上

①
より良い
管理体制

②
地域経済
活性化

③
災害対応
能⼒強化

④
運営リスク
低減

・⾼度な管理技術の導⼊

・鳥取県⻄部圏域での⼈材確保、育成

・⾼度な管理技術の導⼊

・鳥取県⻄部圏域での⼈材確保、育成

将来にわたり下水道事業に携わる「必要不可
欠な働き手（エッセンシャルワーカー）」としての⼈
材確保及び育成

将来にわたり下水道事業に携わる「必要不可
欠な働き手（エッセンシャルワーカー）」としての⼈
材確保及び育成

・地元企業の業務能⼒向上支援

・鳥取県⻄部圏域での協⼒企業の確保

・更なる業務展開

・地元企業の業務能⼒向上支援

・鳥取県⻄部圏域での協⼒企業の確保

・更なる業務展開

地元を起点とした災害時の迅速な対応体制構築地元を起点とした災害時の迅速な対応体制構築
・平時から災害時対応ノウハウの展開

・非常時対応負担の軽減

・平時から災害時対応ノウハウの展開

・非常時対応負担の軽減

役割分担を明確にし、市から独⽴して活動
（周辺地域での事業参画機会も拡大）
役割分担を明確にし、市から独⽴して活動
（周辺地域での事業参画機会も拡大）

技術の⾼度化

技術の⾼度化

地域活動拠点の確⽴

地域活動拠点の確⽴

〇 地域連携⽅式による⺠営化公社・地元企業・⼤手企業の役割イメージ

技術の⾼度化 地域活動拠点の確⽴

【⺠営化公社】



５．提案募集に当たっての枠組み（案）（1）地元企業・⼤手企業による連携提案
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将来を⾒据えた課題解決に資する、大手・地元企業の役割分担・地域連携体制の提案を期待しています。将来を⾒据えた課題解決に資する、大手・地元企業の役割分担・地域連携体制の提案を期待しています。

独⽴した新たな会社組織
または

共同企業体（JV）

公社
職員

米子市

⼈材承継

地元企業 A 【将来の代表企業】

地元企業 B

地元企業 C 地元企業 D

委託

大手専門企業 【代表企業】

「地域連携⽅式 包括的⺠間委託」 契約

委託

出資・⼈材ノウハウの提供

出資・⼈材ノウハウの提供

出資・⼈材ノウハウの提供

【⺠営化公社】
【事業主体の型式】
JV・SPC・特定目的ではない新会社設⽴など、
実施体制での型式は問いません。

【地元企業の追加参画】
事業開始後での、新規地元企
業の参画などについては、市とし
て特に制限は設けません。【地元実施体制の拡充】

災害時対応なども加味し、判断を含めた現地
実務を出来る限り地元企業が担える体制への
移⾏を考慮してください。



５．提案募集に当たっての枠組み（案）（2）公社の⺠営化︓地域⼈材の継承・確保・育成
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現公社職員の参画、⻑期安定した事業実施に必要な地域⼈材の確保育成が望まれます。現公社職員の参画、⻑期安定した事業実施に必要な地域⼈材の確保育成が望まれます。

独⽴した新たな会社組織
または

共同企業体（JV）

公社
職員

米子市

⼈材承継

地元企業 A 【将来の代表企業】

地元企業 B

地元企業 C 地元企業 D

委託

大手専門企業 【代表企業】

「地域連携⽅式 包括的⺠間委託」 契約

委託

出資・⼈材ノウハウの提供

出資・⼈材ノウハウの提供

出資・⼈材ノウハウの提供

【⺠営化公社】

【中⻑期の⼈材確保】
新技術の投⼊などの提案とあわせて、効率化
を加味した上で、必要となる⼈材確保は、地
域雇⽤（地域⼈材の育成を含む）に期待し
ます。

【⼈材の確保 ①】
・現公社職員を含めて、受託事業者側で必要
となる⼈材は、いずれの参画企業で抱えても
市としての制限は求めません。

・現公社職員の処遇は、地域雇⽤の確保、条
件の維持向上の観点からも、現条件と同等
以上の対応をお願いします。

【市の技術⼒維持への配慮】
公⺠が連携してより良い下水道事業を実施
出来るよう、維持管理実務から離れる市側技
術⼒維持などへの配慮も期待されます。

【⼈材の確保 ②】
必要となる⼈材の確保育成は、
参画企業、委託先企業での取り
組みとなることも問題はありません。



５．提案募集に当たっての枠組み（案）（3）包括委託レベル2.5をカバーする業務実施体制
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現公社の委託範囲を超えて、ユーティリティ調達・設備修繕を含む業務の実施体制を構築してください。現公社の委託範囲を超えて、ユーティリティ調達・設備修繕を含む業務の実施体制を構築してください。

独⽴した新たな会社組織
または

共同企業体（JV）

公社
職員

米子市

⼈材承継

地元企業 A 【将来の代表企業】

地元企業 B

地元企業 C 地元企業 D

委託

大手専門企業 【代表企業】

「地域連携⽅式 包括的⺠間委託」 契約

委託

出資・⼈材ノウハウの提供

出資・⼈材ノウハウの提供

出資・⼈材ノウハウの提供

【⺠営化公社】 【⼤手企業による支援】
・事業開始時には、地元企業での
実施範囲が限定されるものと考
えられます。

・地元企業の育成とともに、大手
企業による当初対応も期待しま
す。

【地元企業の業務範囲拡⼤】
災害時対応が地元企業で可能となるように、
基本的な現地実務は地元企業での業務範
囲と出来るような、業務範囲の段階的拡大⽅
針などの提案も期待します。

【関係地元企業の拡⼤】
当初参加していない企業や、協
⼒企業としても関係性を持ってい
ない企業も、地元実施体制の拡
充の観点からは、柔軟な対応、
関係性の構築を期待します。



大手企業の支援の下、新会社業務（包括委託）への関与範囲拡大
（選外地元企業も下請などで参加）

６．スケジュールイメージ （地域新会社を設⽴する想定での⼀例）

10

各関係者は、本事業を実施する中で、以下のような活動を⾏うことが想定されます。各関係者は、本事業を実施する中で、以下のような活動を⾏うことが想定されます。

大手企業とグループ形成
（どのようなグループを形成できるかは

企業毎・状況による）

地
元
企
業

⽅針・条件に
従って

大手企業と提案

選定企業
グループ

として確定

R3 R4 R5 R6 R7 R8

市通知を受け公
社解散⽅針確認

現公社職員等へ
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試⾏期間中

の評価

公
社
業
務
終
了

解散
議決

公社解散事務
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【現状と新たな対応⽅針】

現在直面している、①改築本格化②管理状況変化③災害リスク増加④運営リスク増加
といった要素を考慮すると、新たな⽅針に基づく対応が必要になっており、「地域連携」による
「包括的⺠間委託」の導⼊を進めるものとします。

【地域連携⽅式包括的⺠間委託】

・「地域連携⽅式包括的⺠間委託」の導⼊に当たっては、地元企業と大手企業が連携して
参画する体制で、現在の公社を⺠営化するものとします。

・将来にわたり関係地域を支え発展させる仕組みとして、地域企業と大手企業が各々の強み
を生かし、双⽅にメリットがある事業体制の構築に資する提案を期待しています。

【現状と新たな対応⽅針】

現在直面している、①改築本格化②管理状況変化③災害リスク増加④運営リスク増加
といった要素を考慮すると、新たな⽅針に基づく対応が必要になっており、「地域連携」による
「包括的⺠間委託」の導⼊を進めるものとします。

【地域連携⽅式包括的⺠間委託】

・「地域連携⽅式包括的⺠間委託」の導⼊に当たっては、地元企業と大手企業が連携して
参画する体制で、現在の公社を⺠営化するものとします。

・将来にわたり関係地域を支え発展させる仕組みとして、地域企業と大手企業が各々の強み
を生かし、双⽅にメリットがある事業体制の構築に資する提案を期待しています。
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